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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第２四半期
連結累計期間

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年９月30日

売上高 （千円） 5,885,223

経常利益 （千円） 417,132

親会社株主に帰属する
四半期純利益

（千円） 277,623

四半期包括利益 （千円） 277,623

純資産額 （千円） 4,148,183

総資産額 （千円） 15,003,299

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

（円） －

自己資本比率 （％） 27.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 687,093

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △542,119

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △158,055

現金及び現金同等物の
四半期末残高

（千円） 3,126,499

　

回次
第17期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日

至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.09

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結累計期

間及び前第２四半期連結会計期間並びに前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりませ

ん。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成27年９月１日付けで普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。第17期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　第１四半期連結会計期間において、新たに株式を取得したことに伴い、株式会社Joe'sクラウドコンピューティン

グを連結子会社にしております。

　

　この結果、平成27年９月30日現在では、当社グループは、当社、親会社、子会社１社により構成されることとなり

ました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　当社は、第１四半期連結会計期間より、株式会社Joe'sクラウドコンピューティングを連結子会社とし、四半期連

結財務諸表を作成しているため、前年同四半期及び前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の各種政策効果の下支えもあり緩やかな回復が続いて

おりますが、中国経済をはじめとした海外景気の下振れリスクが依然として存在することなどにより、先行き不透

明な状況となっております。

　当社グループの属するデータセンター市場においては、首都圏内データセンター増加の影響により、ハウジング

サービスの価格競争は厳しい状況が続いておりますが、VPS・クラウドサービスを中心に安定した成長が続いており

ます。

　こうした状況のもと、当社グループはコストパフォーマンスに優れたデータセンターサービスを、多様なライン

ナップで提供することにより、他社との差別化を図るとともに、営業体制の強化、イベントの実施及びパートナー

制度の推進などにより、販売力の向上に努めてまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は5,885,223千円、営業利益は488,896千円、経常利益は417,132

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は277,623千円となりました。

サービス別の状況は以下のとおりです。

① ハウジングサービス

首都圏内データセンター増加により価格競争の厳しい状況が続いており、ハウジングサービスの売上高は

1,280,576千円となりました。

② 専用サーバサービス

「さくらの専用サーバ」において、サービスメニュー改定など顧客ニーズを追求した取り組みを重ねた結果、

専用サーバサービスの売上高は1,355,110千円となりました。

③ レンタルサーバサービス

「さくらのレンタルサーバ」、「さくらのマネージドサーバ」ともに着実にユーザ数を積み増した結果、レンタ

ルサーバサービスの売上高は1,391,482千円となりました。

④ VPS・クラウドサービス

「さくらのVPS」５周年記念キャンペーンの実施や「さくらのクラウド」の東京リージョン提供開始、新機能

の追加により、新規顧客の開拓や既存顧客の利用増加を図った結果、VPS・クラウドサービスの売上高は

1,233,528千円となりました。
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⑤ その他サービス

スポットで発生した機材販売やドメイン取得サービス及び回線・ネットワーク関連サービスが好調に推移した

ことなどにより、その他サービスの売上高は624,526千円となりました。

(2) 財政状態の分析

① 資産

当第２四半期連結会計期間末の総資産は15,003,299千円となりました。

　流動資産は4,908,330千円となりました。主な内訳は、現金及び預金3,126,499千円、売掛金824,575千円であ

ります。

　固定資産は10,094,969千円となりました。主な内訳は、有形固定資産8,550,592千円、無形固定資産950,374千

円であります。

② 負債

当第２四半期連結会計期間末の負債の合計は10,855,116千円となりました。

　流動負債は5,615,915千円となりました。主な内訳は、前受金2,487,026千円、１年内返済予定の長期借入金

704,666千円であります。

　固定負債は5,239,200千円となりました。主な内訳は、リース債務3,559,518千円、長期借入金1,394,926千円

であります。

③ 純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産の合計は4,148,183千円となりました。主な内訳は、資本金895,308千

円、利益剰余金3,252,692千円であります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、3,126,499千円となりまし

た。

各キャッシュ・フローの状況と主な要因は、次のとおりです。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果、得られた資金は687,093千円となりました。主な要因は、

税金等調整前四半期純利益及び減価償却費によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果、支払われた資金は542,119千円となりました。主な要因

は、サービス機材調達、石狩データセンター用地購入等に伴う有形固定資産の取得によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果、支払われた資金は158,055千円となりました。主な要因

は、借入金やリース債務の返済による支出が借入れによる収入を上回ったことによるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は20,301千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6) 従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループは株式会社Joe'sクラウドコンピューティングの連結子会

社化に伴い10名、事業拡大による期中採用などに伴い44名増加しております。

なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であります。

② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、当社は事業拡大による期中採用などに伴い44名増加しております。

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

(7) 主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、

次のとおりであります。

a 新設

会社名
事業所名
（所在地）

新設した
設備の内容

帳簿価額(千円)

建物
及び
構築物

工具、
器具及
び備品

土地
リース
資産

ソフト
ウエア

合計

提出
会社

石狩
データセンター
(北海道石狩市)

ネットワーク
設備

90,200 45,732 199,418 667,329 741 1,003,422

提出
会社

西新宿
データセンター
(東京都新宿区)

ネットワーク
設備

6,105 9,521 － 132,759 － 148,385

(注)１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、リース契約による賃借設備があり、年間リース料は144,303千円であります。

② 前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２

四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

a 新設

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手
年月

完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出
会社

石狩
データセンター
(北海道石狩市)

２号棟
ネットワーク

設備
674 －

リース、
自己資金

平成27年
９月

平成28年
３月

124ラック

提出
会社

石狩
データセンター
(北海道石狩市)

３号棟
ネットワーク

設備
4,502 199

借入金、
自己資金

平成27年
10月

平成28年
12月

1,924ラック

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,200,000

計 99,200,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,710,400 34,710,400
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数は100株
であります。

計 34,710,400 34,710,400 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月１日(注) 26,032,800 34,710,400 － 895,308 － 250

　（注）株式分割（１：４）によるものであります。
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(6) 【大株主の状況】

　平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

双日株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目１－１ 13,985,600 40.29

株式会社田中邦裕事務所 大阪市阿倍野区松崎町２丁目１－36－3207 4,489,600 12.93

鷲北 賢 東京都目黒区 1,096,000 3.15

田中 邦裕 大阪市阿倍野区 1,006,400 2.89

南角 光彦 愛知県豊明市 1,000,000 2.88

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 988,300 2.84

INTERTRUST TRUSTEES (CAYMAN)
LIMITED AS TRUSTEE OF
UBIQUITOUS FUND-CLASS D
（常任代理人 立花証券株式会
社）

190 ELGIN AVENUE, GEORGE TOWN, GRAND
CAYMAN, KY1-9005, CAYMAN ISLANDS
（東京都中央区日本橋茅場町１丁目13－14）

791,200 2.27

萩原 保克 岡山市中区 595,200 1.71

菅 博 大阪市中央区 481,600 1.38

さくらインターネット従業員持
株会

大阪市中央区南本町１丁目８番14号堺筋本町
ビル９Ｆ

424,600 1.22

計 － 24,858,500 71.61

(注) 平成27年８月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、アルファレオ

キャピタル アドバイザーズ リミテッドが平成27年８月14日現在で269,400株を保有している旨の記載があ

ります。しかし、当第２四半期会計期間末における株主名簿では確認ができていないため、上記大株主には

含めておりません。

大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

アルファレオ キャピタ
ル アドバイザーズ リ
ミテッド

アラブ首長国連邦、ドバイ、私書
箱125115、ドバイ国際金融センタ
ー、ゲート ビレッジ ビルディ
ング10、レベル３、オフィス番号
20

269,400 3.10

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

34,708,400
347,084 ―

単元未満株式
普通株式

1,600
― ―

発行済株式総数 34,710,400 ― ―

総株主の議決権 ― 347,084 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
さくらインターネット
株式会社

大阪市中央区南本町
一丁目８番14号

400 ― 400 0.00

計 ― 400 ― 400 0.00
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 最高経営責任者
内部監査室室長
人事部部長

田中 邦裕 平成27年７月１日

取締役副社長 クラウド開発室室長
プラットフォーム

事業部部長
クラウド開発室室長

舘野 正明 平成27年７月１日

取締役
最高財務責任者
管理本部副本部長

総務部部長
－ 川田 正貴 平成27年７月１日

取締役
管理本部本部長
人事部部長

経営企画室室長 村上 宗久 平成27年７月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,126,499

売掛金 824,575

貯蔵品 400,140

その他 587,937

貸倒引当金 △30,822

流動資産合計 4,908,330

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,114,300

リース資産（純額） 4,182,020

その他（純額） 1,254,271

有形固定資産合計 8,550,592

無形固定資産

その他 950,374

無形固定資産合計 950,374

投資その他の資産 594,002

固定資産合計 10,094,969

資産合計 15,003,299

負債の部

流動負債

買掛金 319,341

短期借入金 228,000

1年内返済予定の長期借入金 704,666

未払法人税等 155,068

前受金 2,487,026

賞与引当金 155,274

その他 1,566,538

流動負債合計 5,615,915

固定負債

長期借入金 1,394,926

リース債務 3,559,518

資産除去債務 129,713

その他 155,042

固定負債合計 5,239,200

負債合計 10,855,116

純資産の部

株主資本

資本金 895,308

資本剰余金 250

利益剰余金 3,252,692

自己株式 △67

株主資本合計 4,148,183

純資産合計 4,148,183

負債純資産合計 15,003,299
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 5,885,223

売上原価 4,242,256

売上総利益 1,642,966

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 8,165

給料及び手当 256,043

賞与引当金繰入額 57,762

その他 832,098

販売費及び一般管理費合計 1,154,070

営業利益 488,896

営業外収益

受取利息 294

技術指導料 2,774

その他 2,020

営業外収益合計 5,089

営業外費用

支払利息 67,823

その他 9,028

営業外費用合計 76,852

経常利益 417,132

特別損失

固定資産除却損 2,419

特別損失合計 2,419

税金等調整前四半期純利益 414,713

法人税、住民税及び事業税 141,964

法人税等調整額 △4,874

法人税等合計 137,089

四半期純利益 277,623

親会社株主に帰属する四半期純利益 277,623
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 277,623

四半期包括利益 277,623

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 277,623
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 414,713

減価償却費 780,508

のれん償却額 12,545

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,165

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,817

受取利息及び受取配当金 △294

支払利息 67,823

固定資産除却損 2,419

為替差損益（△は益） △3

未収消費税等の増減額（△は増加） △28,883

未払消費税等の増減額（△は減少） △239,224

売上債権の増減額（△は増加） △131,417

前受金の増減額（△は減少） 74,617

たな卸資産の増減額（△は増加） △37,667

仕入債務の増減額（△は減少） 94,858

その他 △26,235

小計 1,004,744

利息及び配当金の受取額 285

利息の支払額 △68,179

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △249,756

営業活動によるキャッシュ・フロー 687,093

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △450,250

無形固定資産の取得による支出 △46,092

出資金の払込による支出 △4,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△41,776

投資活動によるキャッシュ・フロー △542,119

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 456,000

短期借入金の返済による支出 △396,643

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △316,333

リース債務の返済による支出 △440,766

セール・アンド・リースバックによる収入 176,186

割賦債務の返済による支出 △50,036

配当金の支払額 △86,462

財務活動によるキャッシュ・フロー △158,055

現金及び現金同等物に係る換算差額 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,078

現金及び現金同等物の期首残高 3,139,578

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,126,499
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、株式会社Joe'sクラウドコンピューティングの株式を取得し子会社としたた

め、同社を連結の範囲に含めております。

(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

(企業結合に関する会計基準の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）

を第１四半期連結会計期間から適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

いたしました。

　企業結合会計基準の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）に定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

(減価償却方法の変更)

工具、器具及び備品の減価償却方法について、当社は、従来、定率法を採用しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より、定額法に変更しております。

　当社では、当連結会計年度以降の新中期経営計画に伴う投資計画において、器材（サーバ等）について設備投

資の一層の拡大を予定しております。

　当社のデータセンターで使用する器材の主流は、近年、自社組み立てからメーカー製へシフトしており、当該

投資計画により使用器材の大部分がメーカー製となることが見込まれるため、当該投資計画策定を契機に工具、

器具及び備品の減価償却方法を改めて検討いたしました。

　その結果、メーカー製の器材は、不良発生率が低く使用年数にわたり安定的に稼働できること、また、部品交

換等による維持費用が使用年数にわたり定額的に発生する傾向にあることが明らかとなりました。

　従って、使用期間にわたり均等に費用配分を行うことが、より適切に工具、器具及び備品の経済的実態を期間

損益に反映できるものと判断したものであります。

これにより、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の減価償却費が27,197千円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ27,197千円増加しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 3,126,499千円

現金及び現金同等物 3,126,499千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 86,774 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、インターネットデータセンター事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 8円00銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 277,623

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

277,623

普通株式の期中平均株式数(株) 34,709,956

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．当社は、平成27年９月１日付けで普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。

当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しており

ます。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月６日

さくらインターネット株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 谷 智 英 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 聡 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているさくらインター

ネット株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月

１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、さくらインターネット株式会社及び連結子会社の平成27年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計方針の変更等に記載されているとおり、会社は、従来、工具、器具及び備品の減価償却方法について、定率法を

採用していたが、第１四半期連結会計期間より、工具、器具及び備品の減価償却方法を定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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